別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：保健予防諸費
	事業名:健康な食環境づくり推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　健康福祉部　保健医療課　地域保健・健康増進担当　電話番号：058-272-1111（内2550）

E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,149千円（前年度予算額：1,221千円）
	事業内容


	１　事業の内容


飲食店やスーパー、コンビニエンスストア等で、県のすすめる健康づくりをサポートする飲食店等を「健康づくりの店」として登録し、県民が身近に利用する飲食店等から、健康的な食物提供をしたり、健康づくり意識を普及啓発することにより、健康な食環境づくりをすすめる。
（１）「健康づくりの店」登録店の取組み充実
　登録店の質の向上を目指し健康づくり取組み内容の更新・指導を実施する。またキャンペーンを通じて健康情報を自ら発信できるようサポートする。
（２）研修会及び交流会の開催
健康づくりの店登録店や関係団体等を対象に食に関する研修会及び交流会を開催し、登録店の健康づくり意識を高め、健康的な食物の提供を行う。（飲食店やコンビニエンスストア等への健康増進・栄養改善に関する指導を強化する。）
（３）外食中食産業と協働でヘルシーメニューの開発（県・保健所）
　飲食店やコンビニエンスストアと協働で、ヘルシーメニューの開発を行い、県民に健康的な食物の提供をする。（県では地域活性化包括協定を締結しているコンビエンスストアを中心に、地域ではモデルとなる飲食店において事業を実施して、健康的な食物を提供する店を増加させる。）
	２　所要経費


（１）登録・キャンペーン　　 673千円
（２）研修会・交流会　　　　 406千円

（３）外食中食産業連携　　 　 70千円

　　　　　　　　　　　合計 1,149千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
４　生涯を通じての健康づくりに取り組む
○生活習慣病を予防する取組を進める
	２　これまでの取組状況


  平成１６年度から関係団体等と連携し、外食産業を巻き込んだ健康づくりの店推進事業を全県で積極的に展開している。平成２０年度からは、コンビニエンスストアとの包括協定に基づく連携事業による中食産業を通じた健康的な食物提供を開始し、 平成２１年度から県民の野菜摂取を促すため、「ぎふ元気！野菜たっぷりキャンペーン」を実施し、多くの県民に健康的な食生活の実践を推進している。平成23年8月末現在の登録店舗1,227店舗。
　平成21年国民健康・栄養調査結果によると、自分にとって適切な食事内容・量を知っていると回答した者の割合は、男性75.0%、女性78.2%であり、平成16年に比べ男性で5.9%、女性で3.2%増加している。糖尿病等の生活習慣病の一次予防である栄養・食生活改善には県民の意識改革が重要であり、同時に飲食店やスーパー、コンビニエンスストア等が健康的な食物提供するための食環境整備が引き続き課題となる。
	３　これまでの取組に対する評価


　外食・中食産業、給食施設といったさまざまな形態の食の提供施設に対し、県民が自ら健康的な食生活を実践できる食環境整備を全県的に推進している。多くの県民に理解を求めるため、健康情報リーフレット、ポスター、インターネットなどで広く情報提供している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	 1,221
	610
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	611

	要求額
	1,149
	574
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	575
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